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「劇場法」または「芸術拠点整備法」について    ２０１０年４月２０日 
   高萩メモ 

 
この法律は、文化芸術の事業を自ら企画し創造・提供する公共の劇場・音楽

堂に関して、館・設置自治体・国のそれぞれの役割を規定する。 
地域に役立つ文化芸術事業を持続的に営んでいけるように、劇場・音楽堂の

内部に経営責任者をおき、複数のファンドレイズ先から資金を集められるよ

うにし、専門家を雇えるようにする。 

 
館：    文化芸術活動を自ら企画し、創造・提供する。 

そのための芸術的な方針を決定できる人をおく。 
経営・技術・教育普及の責任者をおく。 

設置自治体：建物のメンテナンスの責任を負う。 
事業費へ一定の補助を行う。 

国：    一定の要件を満たした館について、劇場・音楽堂と認定し、

一般的な指定管理者制度からはずす道をひらく。 
      国からの事業を肩代わりする実力があると認めた館には、補

助金を持続的に交付する道をひらく。 

 
◎ 「自治体（設置主体）」との関わり 

・ 指定管理者制度との関わり 
 地域において文化芸術振興の拠点となる館については、この法律により、

文化芸術施設の運営者を数年ごとに入札で決めていくような指定管理

者制度から、はずす道をひらく。 
そのことで、地域の文化芸術振興プランを長期的な視点で作っていける。 

 
・国からの補助金の獲得に関して 
認定劇場への補助金に関しては、認定が直接には補助金の獲得に結びつか

ないが、劇場・音楽堂として認定された芸術施設への新たな補助金として、

本来、国が行うべき仕事（国際交流、人材育成、作品創造、鑑賞機会の提

供など）の事業費に一定割合（事業費の２分の１または３分の１）で補助

金を出す。 
補助金に関しては、３年ごとの更新で、継続も可能とする。 

 
 
 



・芸術拠点の補助金獲得の要件（以下のような基準が考えられる） 
自ら創造している 
国際交流事業を行っている 
人材育成に貢献している 
教育普及事業をおこなっている。 
館の運営が、アート NPO、アーティスト、他地域の館、海外へと開かれ

ている 

 
◎「国」との関わり 
・ 劇場・音楽堂に法律は必要か？ 

指定管理者制度によって、効率的運営など地域の文化芸術施設の目的があ

やふやになってきたところから、この認定により、いくつかの館に地域の

芸術文化振興の拠点という役割を担わすことができる。 
本来、国立劇場など国立の機関が担うべき舞台芸術・音楽部門における人

材育成、国際交流、国を代表するような作品の創造、鑑賞機会の地域間格

差是正などの事業の一部を継続的に地域の公共の館に担わす道を開くこと

ができる。 
   公共文化施設の利用方法として、「一般貸し館」だけではなく「芸術享受」

も、市民の利用方法とする、ことを認めることで、レジデントやフランチ

ャイズの芸術団体の優先利用の道が開ける。 

 
 ・認定の方法 

認定に関しては申請によるものとし、指定管理者制度によらず継続的な運

営が行えるなどにメリットはあるが、必ずしもこの認定と国からの補助金

がセットされているものではないとする。 
NPO と同じで、一定の要件を満たせば認めていく。 

 
・認定にあたり必要な条件 
人材配置：経営者としての責任者、芸術面の責任者、技術面での責任者 

芸術のアウトリーチを担当する人材 
ハード：舞台機構・客席の一定の数、音響への配慮など 
文化振興ビジョン：設置自治体が、文化振興ビジョンを持っていること 

文化振興ビジョンの評価方法が地域でしっかり確立し

ていること 
館：館が芸術振興の３年計画、５年計画を持っていること 

 



・補助金に関して 
補助金に関しては、日本版アーツカウンシル（これも作らなければならな

いが）の、芸術拠点整備プログラムオフィサーが起案し、委員会が決める。

活動内容を吟味し３年ごとに更新するような補助金制度とする。 
「自ら創造または提供する劇場への新たな補助金」（事業を担当する人材の

委託人件費まで含む事業費への一定の割合での補助金）の交付先を、この法

律により認定した館の中から選ぶ。 

 
・公共劇場、民間施設の区別 
今回は、地域の公共文化施設を対象とする。 
民間施設などは、税制優遇などのスキームで保障すべき。 

 
◎「公立文化施設の経営者（財団の理事会や評議会など）」との関わり 

・劇場側の要件 
公益法人であること。 
設置主体である自治体と文化振興ビジョンを共有している。 
劇場・音楽堂の経営責任者は、館として、３年、５年計画を持っている。 
事業に関しては、芸術ジャンルの専門人材を雇用すること 
芸術監督のいる劇場の場合、芸術監督の指針として、芸術団体との連携は

可能。 
指定管理者制度の中で、一般貸しだけの施設としないということを認めさ

せていく 
公益法人では、経営者は理事会の一員として館を運営し、評議会に対して

責任を負う。 
・ 経営的視点 

指定管理者制度への対応におわれることなく、長期的な運営、人事政策の

道が開ける。 
設置自治体からだけでなく、国から、また専門施設として、民間・個人か

らの寄付を集める根拠となる。 
設置自治体の持つ、自治体としての人事のしばり（総定員、アルバイトの

雇用など）、支払い関係のしばり、から逃れて民間的発想で経営が行える。 

 
◎「公立文化施設の職員」との関わり 

・雇用という観点 
既に芸術文化施設で働いている人に関しては、専門人材と考える。 
その上で、数年のキャリアと数年毎のアーツマネジメントに関する何らか



のセミナーの修了などを専門家への要件とする。 
同種の館の人事交流を活発化させる。キャリアパスのモデルケースを提

案していく。 
自治体からの派遣の人が経営責任者である状況では、自治体の総定員法の

縛りもあり、予算・事業が増えても職員は増やせないが、雇用形態の多様

化含めて、事業拡大の可能性は多々ある。 
ボランティア、インターン、契約、常勤契約、職員、というような多様の

働き方のバリエーションを持つ 
 

・人材の育成 
  鶏と卵のようなもので、職がなければ人は育たないし、人がいなければ職

も確立しない。経営責任者、芸術責任者、技術責任者、教育普及責任者に

関して、まず、専任させオン・ジョブ・トレーニングで、人材を育成し、

国内の人事交流を盛んにして育てていくしかない。 
  舞台芸術の専門家のキャリアパスを設定する。 

 
◎「地域の住民」との関わり 

・地域の活性化 
公立文化施設の事業が活発化することで、下記のような良い変化が出

てくる。 
地域の教育にも舞台芸術家の派遣がしやすくなる。 
一流の舞台芸術鑑賞が容易になる。 
各種芸術プログラムへの住民の参加が活発に行われる 
興行が頻繁に行われることで、人の行き来が盛んになり、地域社会が

経済的に、社会的に、活性化する。 
地域の、横のつながりだけでなく、立てのつながりも出てくる。 


